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KANAKEI

自販機で販売できるメニューは、同社
のセントラルキッチンで提供する計26
種類から最大5種類を選べる。定番の

「横浜家系ラーメン」から「九州豚骨
ラーメン」「鶏白湯」「担々麺」「餃子」な

どを用意した。家庭で冷凍スープを解
凍し、麺をゆで、付属の具材を盛り付け
るだけでラーメンが完成する。「店と全
く同じ味です」（松野克成CEO）と、胸
を張る。

「コロナが始まった早い時期から（こ
の事業を）準備していました」と松野
CEO。冷凍自販機の選定などに時間
をかけ、今年7月に1号機を本社前に置
いた。近く、静岡や千葉県内にも設置
する予定だ。

自販機を導入するには、購入してもら
うかリース契約のいずれか。人材が必
要ない“自販機ビジネス”のため、飲食業
の経験がない異業種企業との契約も想
定する。年間1000台の設置を目指して
おり、ウィズコロナ時代に対応した新しい

ラーメン販売のモデルとして定着させて
いく。

一方、同社は直販サイト「ウルトララー

メン大集合」も開設。「自販機をきっか
けにサイトにも誘導したいです」（松野
CEO）とも話している。

9月末で全国に出されていた緊
急事態宣言が解除されることにな
りました。国内でのワクチン接種
も進んできましたので、今度こそ
は、停滞している経済活動を一歩
ずつ確実に進めていくことができる
ようにと願うばかりです。

とは言うものの、新型コロ
ナウィルスとの闘いは人類
の完全勝利とはならず、ま
だまだにらみ合いながら共
存するしかなさそうです。

経済活動の再開に
伴って、これまでほぼ
閉ざされていた、海外
から日本にやってくる人の動きも、
いずれ再開してくると思います。
諸外国の様子を見ると、来日に際
しては、基本的にワクチンの2回接
種が終わっていることの証明が求
められることになりそうです。

一方では、来日時に必要となる
隔離期間も徐 に々緩和を進めるこ

とが検討されているようです。
実は、既に日本に在留すること

が認められている多くの外国人
が、入国の再開を待っていて、最初
にこれらの人たちが入国してくるこ
とになるかと思います。

入国ができる時期がいつごろに
なるのかはっきりしていませ
んが、少しでも早く入国して
ほしいということでしたら、
まずワクチン接種を2回受
け、証明書を準備しておくこ

と、母国を出国前に
必要となる可能性が
高い、72時 間 以内

のPCR検査を実施できる施設の
確保などを検討されておくとよさそ
うです。

技能実習生など、複数で来日す
る場合にはこれらの情報をリスト化
しておくと、来日の準備がスムーズ
に進むかもしれません。　　　　　　
 （のぞみ総研代表取締役）

■探り続ける商売のタネ
同社の事業は「電子MEMS」「IoT」

「ライフサイエンス」「食品・食材」「畜
産・酪農」「環境」など多岐にわたる。

電子事業では、半導体の超微細加
工を受託しており、中でもスパッタリング

（成膜）とフォトリソグラフィー（露光）
の技術を強みにする。ＭＥＭＳでも、フィ
ルムやプラスチックなどにナノレベルの
超微細加工を施す特殊技術「ナノイン
プリント」を展開する。

一方、食品事業では、生ハムを中心
に輸入するほか、飲食店や専門店に卸

す。グループ企業では生ハム・生ベー
コンを製造する。

創業は1970年。先代が貿易商とし
て始めた。インテリア用に米国の廃車
から回収したナンバープレートや、台湾
産のスッポン、欧州の農業用機械など、

「世の中にないもの」なら何でも輸入
する企業だったという。その姿勢は今
も変わらない。

2代目の池田社長も「私の仕事は新
規事業開拓です。みんながやらないこ
とを考えるのが社長の仕事です」と語
り、常に商売の新しいタネを探し回る。

■社長トップの企画開発室
多角化の実践に当たり、社内には

「企画開発室」を置く。そこで、社員か
ら出たアイデアで、事業化できそうなも
のを精査していく。発案した社員は、既
存部署と兼務することもある。

社長が「企画開発室長」でもあるの
で、意思決定までのスピードが早い。
かつて大手電機メーカーに在籍し、海
外で社内ベンチャーの立ち上げに携
わった経験がある池田社長。海外ベン
チャーとも関わった。その時に日本企

業とのスピード感の違いを痛感したとい
う。その教訓を生かした。
■条件は「世の中にないモノ」
新規事業で欠かせないのが「今まで

なかったモノ」「まねされないモノ」「自
分で価値が付けられるモノ」という要
素。

実際、同社の製品群や技術は、どれ
もニッチといえるが、トップシェアを目指
せる地位にある。「誰もやっていないか
らこそ値段がつけられるのです」（池田
社長）。

できるだけリスクは負わない。最初
から設備投資をするのではなく、まずは
他社との協業の道を探ったり、工場も
所有せずに借りたりして、初期投資を
できるだけ抑える。「いつでも撤退・縮
小できるように準備しながら進めます」

（同）。
異業種の事業が重なると、相乗効果

も生まれるという。例えば、試作品開

発などで厳しい納期管理とムダのない
スケジューリングが要求される電子事
業部門のノウハウを、生ハム製造にも
応用。また、同部門で培ってきた加工
技術を食品のパッケージ製造に使うな
ど、各部門の知恵を持ち合うことで、新
しいやり方を生み出す。

コロナ禍で多くの企業が影響を受け
た。その点、同社は創業以来の多角
化戦略が奏功し、成長を続ける。池田
社長は「今後も新事業ハンターとして
挑み続けます」と、語っている。

生ハムの製造から半導体分野での試作開発、最先端のＭＥＭＳ（微小電気機械シス
テム）、再生医療用の細胞培養、牛の搾乳機…。協同インターナショナル（川崎市宮
前区宮崎、☎044・853・2611）の事業領域は実に幅広い。貿易商として出発した
創業以来から多角化戦略を続けており、今ではグループ全体で売上高約70億円にま
で成長。商社でありメーカーでもあり、業種にもこだわらない同社を、池田謙伸社長は

「課題解決業」と言う。景気の波に強いとされる多角化戦略だが、同社は既存の価値
観に縛られないビジネス展開で独自路線を歩む。=関連記事1面に

「横浜家系ラーメン松壱家」や「ゴル麺。」をフランチャイズ（FC）展開するウル
トラフーズ（横浜市中区宮川町、☎045・228・7485）は、お店の味をそのまま楽
しめるラーメンの冷凍自販機の展開を始めた。コロナ禍を背景にした接触制限や
時短営業などで飲食店が影響を受ける中、非接触で無人、しかも２４時間販売が
可能な自販機に着目した。今後はFC加盟店へ設置を呼び掛けるほか、敷地内の
スペースを有効活用したい企業にも提案する。

業種の「垣根」越え続 と々新事業
協同インター、生ハム製造から半導体事業まで展開

ウルトラフーズ、冷凍自販機を展開

“型屋”が開発したサーボプレス機
─。プレス金型製造、ジェイアンドシー

（ＪＡＮＤＣ、横浜市都筑区荏田南、☎
045・482・4311）は、これまで培ってき
た金型生産のノウハウを生かし、小型の
サーボプレス機を開発した。金型の小
型化も可能になるという。コネクターな
ど、精密電子部品での使用を見込む。

金型生産を続けてきた中で、「こんな
サーボプレス機があったらいい」という
発想を具現化した。省スペース化に加
え、1台約750万円という低価格を実
現。サーボプレス機を断念していた企
業でも導入できるようになるという。
「自動車部品や電子部品などは年々

小さくなっているのに、生産
設備だけは変わりません。
そもそも『小さな精密部品を
加工するのに、大きなプレス
機と大きな金型が必要です
か？』というのが開発の出発
点です」と、曾永彬社長。

同社製サーボプレス機
は、銅の薄板などの微小部
品に特化。加圧能力は7㌧までとなっ
ている。「微細部品の場合3㌧以上あ
れば十分と考えます」（曾社長）。

また、ストロークは8㍉㍍で1000回転
（1分間）。工程能力（CPK）は、他社
汎用プレスとも遜色ない1・33を達成し

た。筐体寸法(駆動源含ま
ず)は、高 さ1500×幅640×
奥行き400㍉㍍で、既製プレ
スに対し、相当量のフットプ
リントの削減に貢献するとい
う。

曾社長は「余計なものは省
いた“型屋”が作ったサーボプ
レス機です」と説明する。

導入後には、小型金型の生産も請け
負う。価格や品質など、ニーズに応じ
国内外の工場を活用して対応する。す
でに大手電子部品メーカーなどに計15
台を納入済みで、年間50台の販売を見
込む。現在、モニターも募集している。

受け入れの再開受け入れの再開

ＪＡＮＤＣ、金型の小型化も実現

ウィズコロナ時代対応のラーメン販売

サーボプレス機、低価格で導入可能


